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Ⅰ GAFAの時代

周知のように，平成という時代は，平成 31

年（2019 年）4 月 30 日をもって幕を閉じる。

思えば，平成元年（1989 年），我が国はバブル

経済の真っ只中にあった。図表 1をみていた

だきたい。「週刊ダイヤモンド」誌が，平成 30

年（2018 年）8月 25 日号に，「平成最後の夏」

として特集を組み，この 30 年間を回顧するた

めに掲載した 1989 年と 2018 年の世界の企業時

価総額（=株価×発行株式数）のランキング・

トップ 15 である。

一見してわかることは，日本企業の凋落ぶり

である。平成元年（1989 年）のトップ 15 に日

本企業は 11 社もあったのに，平成 30 年（2018

年）には 1 社もない。この 30 年間に，かつて

我が世の春を謳歌（おうか）していた日本の銀

行はバブルを過ぎると統合再編され，かつて我

が国の証券業界ナンバーワンだった野村證券が

消滅し，輸出で隆盛を誇った製造業は軒並み，

国際競争力を失って海外生産へと切り替えて

いった。

だが，注目点はそれだけではない。平成 30

年（2018 年）になると，アップル，アマゾン，

アルファベット（グーグル），マイクロソフト，

フェイスブックといったアメリカの IT 企業1)

が上位を占め，次いでアリババ，テンセントと

いった中国の IT 企業2) が追う展開になってい

る。上位 8 社に IT 企業が 7 社も入っている状

況である。

そして，時価総額そのものがケタ違いに大き
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くなっている事実に気づく。1989 年に第 1 位

NTT の時価総額は 1,639 億ドルであり，これ

は 2018 年においてトップ 15 はおろか，せいぜ

い 45 位にランクインするのがやっとの水準で

ある。

逆に 2018 年 7 月時点でトップのアップルは，

9,410 億ドルであるが，報道によると，8 月 2

日にアップルは世界初の 1兆ドルに達し，次い

で 9月 4日にはアマゾンが 1兆ドルとなり，史

上初の 1兆ドル企業が 2社も出現して人々を驚

かせたのである（朝日新聞 9 月 5 日）。98 年水

準からみれば，まさに「ケタ違い」の大きさで

ある。

ところで，日本の物価は 90 年以降ほとんど

変わっていない。GDP の成長率も低い水準の

まま推移している。こうした経済のファンダメ

ンタルズ（基礎的条件）を考えると，日本企業

は，今やアメリカの IT 企業の水準に到底追い
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図表1 世界の企業時価総額ランキング

平成元年（1989 年）7月時点

順位 企業名
時価総額

（億ドル）
国籍 産業分野

1 NTT 1,638.6 日本 電信電話

2 日本興業銀行 715.9 日本 金融サービス

3 住友銀行 695.9 日本 金融サービス

4 富士銀行 670.8 日本 金融サービス

5 第一勧業銀行 660.9 日本 金融サービス

6 IBM 646.5 アメリカ
IT(コンピュー

タ製造）

7 三菱銀行 592.7 日本 金融サービス

8
エクソン・モー

ビル
549.2 アメリカ 石油

9 東京電力 544.6 日本 金融サービス

10
ロイヤル・ダッ

チ・シェル
543.6 イギリス 石油

11 トヨタ自動車 541.7 日本 自動車

12 GE 493.6 アメリカ 電気・機械

13 三和銀行 492.9 日本 金融サービス

14 野村證券 444.4 日本 金融サービス

15 新日本製鐵 414.8 日本 鉄鋼

（出所）「週刊ダイヤモンド」2018 年 8 月 25 日号より

平成 30 年（2018 年）7月時点

順位 企業名
時価総額

（億ドル）
国籍 産業分野

1 アップル 9,409.5 アメリカ IT

2
アマゾン・ドッ

ト・コム
8,800.6 アメリカ IT

3
アルファベット

（グーグル）
8,336.6 アメリカ IT

4 マイクロソフト 8,158.4 アメリカ IT

5 フェイスブック 4,925.0 アメリカ IT

6
バークシャー・

ハサウェイ
4,795.8 アメリカ 保険･機関投資

7
アリババ･グルー

プ･ホールディング
4,557.3 中国 IT

8
テンセント・ホー

ルディングス
3,740.0 中国 IT

9
JP モルガン・

チェース
3,446.5 アメリカ 金融サービス

10
エクソン・モー

ビル
3,375.5 アメリカ 石油

11
ジョンソン&

ジョンソン
3,143.8 アメリカ 医薬品

12 ビザ 3,016.8 アメリカ 金融サービス

13
バンク・オブ・

アメリカ
2,899.7 アメリカ 金融サービス

14
ロイヤル・ダッ

チ・シェル
3,143.8 イギリス 石油

15 中国工商銀行 3,016.8 中国 金融サービス



つけそうもないと思われるのである。

本稿では，GAFA（ガーファ）を扱うことが主

題である。GAFAとは，グーグル（Google），アッ

プル（Apple），フェイスブック（Facebook），

アマゾン（Amazon）の 4 社の頭文字を取った

ものだが，この 4 社の時価総額の合計は軽く 3

兆ドルを越えている。3兆ドルというのは，世界

GDP 第 5 位（約 2.6 兆ドル）のイギリス（2017

年）を越える水準である。つまり，世界の国の

数=約 200 カ国からすると，上位 4カ国（米・

中・日・独）を除き，第 5位のイギリス以下，

残りすべての国々にとっては，1 国の経済規模

（GDP）よりも GAFA の時価総額の方が大き

いという驚くべきことを意味している。まさに

GAFAの時代といえよう。

Ⅱ GAFAの概要

以下，GAFA の概要を押さえていこう。図

表2をみていただきたい。

4 社の中でアップルの創業年が 1976 年であ

り，最も古い。しかし，アップルが本当に躍進

するのは，iPod（携帯音楽プレイヤー：2001年），

iTunes（音楽配信サイト：2003 年），iPhone

（スマートフォン：2007 年），iPad（タブレッ

ト端末：2010 年）といった新製品を続々と世

に送り出し，それによって，これまでの人々の

生活を一変させてしまうほど大変化をもたらし

た 2001 年以降のことである。これが，現在

我々がイメージするアップルの姿である。した

がって，本稿では，その起点をなす 2001 年を

アップルの「第 2の創業年」として考えること

にする3)。

このように定義すると，4 社ともインター

ネットが爆発的に普及はじめた 95 年以降に世

界に登場した新しい企業という位置づけにな

る。

グーグル（Google）

グーグルは，今や最も多くの人々が世界中で
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図表2 GAFAの概要（2017-18）

GAFAの企業名

（創業年）
創業者 株式公開

売上高

（100 万ドル）

主要事業

（売上シェア）
地域別売上高構成比

Google

（Alphabet）1998 年

ラリー・ペイジ＆セルゲ

イ・ブリン
2004 年 110,855

検索エンジン広告

（86.0％）

米国：47.3％ 欧州・中

東・アフリカ：32.5％

アジア太平洋：14.6％

その他：5.5％

Apple 1976 年

（第 2の創業：2001 年）

スティーブ・ジョブズ＆

スティーブ・ウォズニ

アック

1980 年 229,234 iPhone（61.6％）

米 州：42.1％ 欧 州：

24.0％ 中 国： 19.5％

日本：7.7％ その他ア

ジア：6.6％

Facebook 2004 年
マーク・ザッカーバーグ

他 3名
2012 年 40,653

SNS 広告

（98.2％）

米 国：43.6％ 米 国 以

外：56.4％

Amazon 1995 年 ジェフ・ベゾス 1997 年 177,966
EC（電子商取引）

（60．9％）

米国：67.7％ ドイツ：

9.5％ 日本：6.7％ 英

国：6.4％ そ の 他：

9.6％

（出所）各社発表データから筆者作成



使っているインターネットのポータルサイト

（玄関）であり，2018 年 11 月時点で，検索エン

ジンの世界シェアは 92.4％，ブラウザ Chrome

は 61.8％に達する。

現代の我々は，何かわからないことがあれ

ば，グーグルに教えてもらっている。かつては

辞書で調べた英単語はもちろん，地名も歴史年

表も，レストランも，終電の時間も，何でも

「ググる」のである。昔は大病を罹った時は神

に祈ったが，現代では治療法や優れた医師・病

院をグーグルで検索する。グーグルは，我々の

生活に欠かせないものになっている。

アップル（Apple）

アップルは，グローバル市場におけるスマー

トフォンの出荷台数ではサムスンにはかなわな

い。しかし，スマートフォンの営業利益では世

界の 86％（2017 年第 4 四半期）を占め，ほぼ

1 社で独占している。モデル別の利益（apple

insider2018）でみると，iPhone X，iPhone8+

8Plus，iPhone7+7Plus の 3 機種だけで世界の

80％を占め，対抗するアンドロイド陣営は世界

で 600 社を超える中で，せいぜいサムスンの

GalaxyNote8（4％）が第 5 位に入るのがやっ

とである。

美しく優れたキー・デバイスによるデジタ

ル・ハブ（=データ・ネットワーク）によって

人類の歴史を変えるという，創業者スティー

ブ・ジョブズの夢と思想は，今も多くの人々を

魅了し，アップル信仰は世界中に広がってい

る。

フェイスブック（Facebook）

フェイスブックの公式発表によると，同社の

月間アクティブ利用者数は 22 億 7,000 万人

（2018 年 9 月 30 日時点）であり，SNS の世界

シェアでは 69.3％（2018 年 11 月）にのぼって

いる。

20 億を越える人々を結びつけたものは，人

類の歴史上，かつて存在したことがない。世界

最大の国家（中国 14 億人）も世界最大規模の宗

教（キリスト教 20 億人，イスラム教 16 億人）

も，フィスブックにはかなわない。そして，傘

下のインスタグラムを合わせると，SNS のコ

ミュニケーションに，1 日 2 時間以上も時間を

費やすことが，ミレニアム以降の世代では当た

り前になっている。

SNS は，自己と他者との存在を結び確認す

る重要なツールとなっている。

アマゾン（Amazon）

e コマース（電子商取引）市場（B2C）にお

いて，アマゾンは 15 カ国に販売サイト拠点を

持ち，世界 180 カ国以上の顧客を持つグローバ

ル企業である。すでに「地球最大の店舗」に

なっている。国別シェアでは，米国 33.0％（2

位のウォルマートは 7.8％），英国 26.5％（2

位の eBay は 10.1％），ドイツ 40.8％（2 位の

Otto は 12.1％），日本 20.2％（2 位の楽天は

20.1％），と先進国では軒並み第 1 位を占めて

いる（JETORO 2017）。これらの国々ではロ

ボットが物流倉庫の商品を運ぶ。合理化が進

み，ヒトの仕事がなくなるという懸念が生じて

いる。そして，アマゾンが巨大化するにつれ，

老舗のリアル店舗はしだいに衰退し，存続の危

機に立たされているケースも珍しくない。

ところで，アマゾンのプレスリリース（2018

年 7 月 26 日）をみると，もっと興味深い事実

が浮かび上がる。アマゾンの売上高に占める

AWS（アマゾン WEB サービス）の割合はわ
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ずか 10％程度にすぎないが，営業利益でみる

と実に 60％程度を占めている。つまり，アマ

ゾンは，収益構造上，「e コマース企業」では

なく，今や，クラウド（AWS）を用いた「デー

タ企業」へと変貌を遂げているのである。

Ⅲ GAFA VS GAFA

我が国に「一芸に秀でる者は多芸に通ず」と

いう言葉がある。GAFA は，それぞれ主力と

なる事業ドメインを徹底的に追求し，それを

データによって構造化し，そして世界を飲み込

むほど巨大化してきている。その過程で，いく

つもの新しい挑戦を繰り返し，かつ失敗をしな

がらも，次のステージのための新しい事業に触

手を伸ばし，巨大化している。事実，GAFA

は自分の分野でライバル企業が存在しなくなる

と，自己のビジネス土俵を守りながらも，さら

に巨大化するため，お互いに激しくぶつかり合

う局面が出てくる。それらを図表 3にまとめ

てみた。

従来，検索エンジン分野は，グーグルの土俵

と思われてきたが，アマゾンは商品購入の検索

ツールを自社開発し，消費者の囲い込みにか

かっている。米国（2016）では，商品について

最初に調べるのは，アマゾン 55％であり，他

の検索エンジンは 28％に過ぎない（Spencer

Soper 2016）という。また，ブラウザでも 2018

年 11 月時点で長年世界を支配してきたマイク

ロソフトのインターネットエクスプローラー

（IE）が凋落（2.8％）し，グーグルの Chrome

が首位（61.8％）に立ち，アップルの Safari

（15.1％）がシェアを伸ばして第 2 位の展開と

なっている（http://gs.statcounter.com/）。

スマートフォン分野においては，アップルの

iPhone とグーグルのアンドロイドの 2 大陣営

が，OS（併せて世界の 98.8％）だけでなく，

アプリやコンテンツを巻き込んだ壮絶な戦いに

なっていることは，よく知られている（Fred

Vogelstein 2013）。ハードウェアであるスマー

トフォン本体でも，グーグルは Pixel を出荷し

ている。

クラウドの分野では，自社のクラウド・シス

テムを他企業に公開し，それをビジネスにする
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図表3 主なGAFAの競合領域

検索エンジン

＆ブラウザ
スマートフォン

クラウド・

ベンダー

コンテンツ＆

メディア

音声AI ＆

デバイス
フィンテック ウェアラブル

Google
Google

Chrome

AndroidOS

Pixel

GCP(Google

Cloud

Platform）

You-Tube，

AndroidTV

Google

Assistant

Google Home

Google Pay
Android Wear

Google Glass

Apple Safari iOS iPhone
AppleTV

music

Siri Apple

HomePod
Apple Pay Apple Watch

Facebook Instagram
Portal

Jarvis

Facebook

Payments

Facebook

Messenger

Amazon
Amazon.com

A9
AWS

プライムビ

デオ

Amazon

Echo，Alexa
Amazon Pay

（出所）各社発表報道から筆者作成

http://gs.statcounter.com/


クラウド・ベンダーという手法がある。この領

域では，アマゾンのAWS（Amazon Web Ser-

vice）とグーグルの GCP（Google Cloud Plat-

form）が競合している。

さらに，コンテンツ＆メディア，音声 AI ＆

デバウス，電子決済（フィンテック：Finan-

cial Technology），の 3 分野では，GAFA4 社

がすべて互いに競合している。

最後に，新しいインターネットデバイスとし

て想定されている分野にウェアラブルデバイス

がある。ウェアラブルデバイスとは，腕や頭部

など，身体に装着して利用する端末（デバイス）

の総称である。例えば，スマートウォッチは，

健康管理やスケジュール管理，ワイヤレスイヤ

ホンとの連携で運動中に音楽を聞くことができ

るというものである。デザイン性を重視すれば

新しいオシャレなアイテムにもなる。また，ス

マートグラスは，拡張現実（AR：Augmented

Reality）によって，例えば，水族館で 3Dオブ

ジェクトによって魚の種類や大きさを確認し，

高台で山々を眺めるときに山の名前と標高表示

が眼鏡越しに確認できるなどが想定されてお

り，ブルーオーシャン分野となっている。

ところで，「拡張現実（AR）」は，クラウド

技術と連動させ，リアルタイムでデバイスと同

期することで実現される。そして，これが可能

になるためには，Wi-Fi（野外での無線イン

ターネット），GPS（位置情報）やジャイロセ

ンサー（角度認識），AI による画像認識など

様々な技術と結びつける必要があり，そこでは

マシーン to マシーン（M2M）による大量情報

（ビッグデータ）が集められることになる。

以上からわかることは，データを集めるとい

う 1点で，GAFAは競合領域を広めながらも，

総体として旧来産業の区分（壁）を壊しなが

ら，さらに巨大化しているという事実である。

GAFA は，人類がかつて経験したことのな

いような「豊かな生活」を我々に与えはする

が，一方でそれを活用するための膨大な情報を

得ていくことになる。この問題について，次節

で考えよう。

Ⅳ プラットフォーム企業の支配

GAFAが，ビッグデータを集めて商品やサー

ビスを提供すると，人々は GAFA の提供する

「場（プラットフォーム）」を利用することで利

便性を増すので，ますます GAFA に依存して

いくことになる。あまりに巨大化した GAFA

の前に，他の個々の分割された産業分野に属す

る企業は，これに対抗する資金と技術を持たな

いので，GAFA のプラットフォームを必然的

に利用せざるを得ないことになる。

問題は，この時，プラットフォームを握る

GAFA の支配力が世界中でさらに大きくなっ

てしまうことである。

AI（人工知能）や IoT（モノのインターネッ

ト）などを駆使して，何千万何億という顧客情

報を押さえ，そのデータもろともクラウド（雲）

上に吸い上げて収益化すると，結果的にGAFA

によるプラットフォームの支配に繋がる。これ

が，本質的な「データ収集の意味」であり，本

稿の最終的な帰結である。

だが，その続きがある。こうした事態の進行

は，人々に危惧や不安を与える。世界中に波紋

を広げ，これに対する対応策や包囲網が国家レ

ベルで検討されるのである。それは，大きく分

けて，（1）独占禁止法（競争法），（2）プライ

バシー保護（情報管理の問題），（3）適正税制，

雇用など社会への責任，の 3点に集約される。
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この面でいち早く，対応が進んだのはEU（欧

州連合）である。EU では，グーグルが競争法

違反によって，2017 年 6 月に 24 億ユーロ（約

3,000 億円），2018 年 7 月に 43 億 4,000 万ユー

ロ（約 5,700 億円）の制裁金を課せられている。

これは，グーグルが，自社の支配力強化のため

に，デバイスメーカーにブラウザ（Chrome）

と検索アプリ（play ストア）を強要したり，

広告市場における優位性を利用して小売業者に

検索結果に競合他社の広告を表示させないよう

求めたりしたというもので，いずれも自由競争

を阻害すると考えられたのである。

さらに EUは「一般データ保護規則（General

Data Protection Regulation：GDPR）」を 2018

年 5 月に施行し，個人情報の保護と域外へ持ち

出しの原則禁止を強く打ち出している。

また，租税を回避しているとして，GAFA

が問題になっている。これに対応して，EU で

は域内での GAFA の売上に一律 3％をデジタ

ルサービス税（DST）として課税することが

検討されている。

アメリカでも，トランプ大統領が，ツイッ

ター（2018 年 3 月 29 日）で，「アマゾンは連

邦・州政府にほとんど税金を払わず，われわれ

の郵便システムを配達員にして使用（米国に巨

額な損失を引き起こし），そして何千という小

売業者を廃業に追い込んでいる」と発言し，ア

マゾンを強く非難している。

さらに，フェイスブックでは，2018 年 3 月に

8,700 万人分の個人情報がイギリスの選挙コン

サルティング会社を通じ不正流出したことが報

道され，同年 9 月下旬には，ハッカー攻撃に

よって 2,900 万人分の個人情報が流出した問題

が発生し，これを契機に，不透明なデータ収集

による政治利用，セキュリティの脆弱さの実態

を巡って，アメリカでは議会を中心に法規制が

議論されている。

日本でも政府 3機関（経済産業省，総務省，

公正取引委員会）が共同で包括的な法規制を目

指す方針が鮮明となっている。

これは，2016 年 8 月，公正取引委員会がア

マゾンに立ち入り調査を行ったことが契機と

なっている。問題になったのは，アマゾンが契

約する出版社は他の電子書店に対してアマゾン

より安い価格で電子書籍を提供すると，自動的

に同価格でアマゾンにおいても販売されるとい

うものである。これは価格競争を不可能にする

ため，独占禁止法に抵触する可能性が高いとい

うものであった。

また，経済産業省の研究報告（2016 年 9 月）

によると，スマートフォンのアプリ販売を行な

うプラットフォームでは，アプリの提供事業者

は決済手段としてプラットフォーマーの提供す

るシステムを利用するように義務づけられてお

り，収入のおよそ 3割が徴収されているという

実態を公表し，独占禁止法における「優越的地

位の乱用に当たる懸念がある」と指摘してる。

ICT 進化の未来社会（Society5.0）におい

て，GAFA から生じたプラットフォーム・ビ

ジネスは，技術革新と法規制を，どう両立させ

るか，実に悩ましい問題を我々に投げかけてい

る。

［注］

1）GAFA（ガーファ）の名称は，2011 年秋以降，アメリカの

出版界で用いられていた GAFMA（ガフマ）に由来すると考

えられる。GAFMAとは，本稿で扱われた 4企業+マイクロ

ソフト（Microsoft）の 5 社のことである。当初，アメリカの

巨大 IT 企業のうち，特にこの 5 社が出版業界に対する脅威

とみなされていたが，マイクロソフトが脱落し，やがてデー

タを圧倒的な世界規模で集める GAFA の 4 社が 2016 年以

降，「プラットフォーム企業」として焦点が当たることとなっ
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た。

また，我が国の公式文書において，GAFA が登場するの

は，2016 年 9 月の「第四次産業革命に向けた横断的制度研究

会報告書」（経済産業省）においてである。

2）GAFAに次いで BAT（バット）というネット業界の用語が

ある。これは米国生まれの GAFA を追っている中国の巨大

IT 企業 3 社のことで，Bは百度（バイドゥ），Aは阿里巴巴

（アリババ），Tは騰訊（テンセント）を指す。3 社はそれぞ

れ検索エンジン（バイドゥ），EC（アリババ），SNS ＆ゲー

ム（テンセント）と異なるサービスを主力事業として成長し

ているが，膨大な個人情報を集めるといった点では GAFA

と同じ「プラットフォーム企業」である。

3）ちなみに，アップル創業者の S. ジョブズは，1985 年に役職

を解任され辞職に追い込まれている。彼がアップルに復帰し

たのは 97 年，そして正式に CEOに就任として返り咲いたの

は 2000 年のことである。
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